
 

 

 

 

パナソニックアソシエイツ滋賀株式会社の概要について 

 

１ 名称 

   パナソニックアソシエイツ滋賀株式会社 

 

２ 設立年月日 

   平成６年８月３日 

 

３ 設立の趣旨・目的 

  「重度障害者多数雇用」を目的とし、働く意欲と能力を持ちながら、適職や職場環境

に恵まれない人々に安定した職場と雇用を確保・促進するために第３セクター方式に

よって設立された。障害のある人とない人が互いに協力し合い、仕事を分担し、仕事

の能力、スキルに応じた全員参加の協働による経営を目指している。 

 

４ 業務概要 

   電子回路を中心に電気機能部品の製造・販売 

 

５ 出資の状況（令和７年度末）              （単位：千円、％） 

区分 出資額 構成比 区分 出資額 構成比 

基本 

財産等 

滋賀県 22,000 44.0% 

その他 

   

彦根市 2,500 5.0%    

パナソ

ニック

(株) 

25,500 51.0% 小計   

小計 50,000 100% 合計 50,000 100% 

 

６ 組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生 ・産業常任委員会  資料 ４ 

令 和 ８ 年 （ 2 0 2 6 年 ） ８ 月 ５ 日 

労 働 雇 用 政 策 課 

 

株主総会 

取締役６人 

監事１人 

代表取締役 

社長１人 

製 造 課（55人） 

生産管理課（６人） 

総 務 課（３人） 

工場長（兼） 
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７ 役員等 

役職 氏名（他団体での役職） 常勤 

代表取締役社長 鈴木 克典 〇 

代表取締役 中村 正治（パナソニック（株） ﾋﾞｭｰﾃｨ･ﾊﾟｰｿﾅﾙｹｱ事

業部 事業部長） 

 

取締役 岡田 暁人（滋賀県 商工労働部 部長）  

取締役 池田 征史（彦根市 福祉保健部 部長）  

取締役 塔之岡 康雄（パナソニック（株） 取締役 常務執行

役員ＣＨＲＯ） 

 

取締役 中村 浩二（パナソニック（株） ﾋﾞｭｰﾃｨ･ﾊﾟｰｿﾅﾙｹｱ事

業部 ﾃﾞﾊﾞｲｽ BU BU長） 

 

監査役 田井中 祐作（パナソニック（株） ｽﾓｰﾙｱﾌﾟﾗｲｱﾝｽ 経

理部 主幹） 

 

 

８ 所在地 

   滋賀県彦根市野瀬町マ子キ 269番地 
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法人名 パナソニックアソシエイツ滋賀株式会社

１　人員、県の人的関与の状況 （単位：人）

　①役員の状況 R6年度 R7年度 R6→R7増減 R8年度

取締役総数 6 6 6

うち県職員（特別職を含む。） 1 1 1

うち県退職職員（ＯＢ）

うち常勤取締役数 1 1 1

うち県職員（特別職を含む。）

うち県退職職員（ＯＢ）

監査役総数 1 1 1

うち県職員（特別職を含む。）

うち県退職職員（ＯＢ）

うち常勤監査役数

うち県職員（特別職を含む。）

うち県退職職員（ＯＢ）

報酬額・年齢　

常勤役員の平均年齢

常勤役員の平均報酬（年額）（千円）

役員の報酬総額（年額）（千円）

　②職員の状況 R6年度 R7年度 R6→R7増減 R8年度

職員総数 66 61 △ 5 64

常勤職員 66 61 △ 5 64

プロパー職員 66 61 △ 5 64

うち県退職職員（ＯＢ）

県等からの派遣職員

うち県派遣職員

臨時・嘱託職員

うち県退職職員（ＯＢ）

非常勤職員

うち県派遣職員

うち県退職職員（ＯＢ）

39.5 40.9 1.4 41.6

3,515 3,513 △ 2 3,680

職員の給与総額（年額）（千円） 224,094 222,809 △ 1,285 224,519

10代 20代 30代 40代 50代 60代～ 合計

(令和8年度当初実数) 3 18 8 18 16 1 64

２　県の財政的関与の状況 （単位：千円）

R6年度 R7年度 R6→R7増減 R8年度

補助金等合計

県からの借入金

県からの損失補償・債務保証

備考(R8内訳)

令和8年度　出資法人経営評価表

プロパー職員の平均年齢

プロパー職員の平均給与（年額）（千円）

その他

プロパー職員の年代別職員数

項　　　　　　目

県からの
年間
収入額

補助金

事業費補助金

委託料

運営費補助金

年度末
残高

短期貸付金の金額（期間中の県からの借入れで、
同一年度に貸付けと返済の双方が行われるもの）
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R5 R6 R7

中期経営計画、年度目標とも策定している。 ○ 〇 〇
中期経営計画のみ策定している。

年度目標のみ策定している。

策定していない。

全ての事業が社会情勢に適合し、その意義は大きい。 ○ 〇 〇

　 社会情勢に照らして意義が薄れてきた事業がいくつかある。

社会情勢に照らして意義の薄れてきた事業が多くある。

活動について成果目標を定め、目標以上に達成している。

活動について成果目標を定め、目標どおり達成している。

活動について成果目標を定め、概ね目標どおりに達成している。 ○ 〇 〇
活動について成果目標を定め、達成しているものもあるが、十分ではない。

活動について成果目標を定めていない。

多様な調査を実施し、積極的にニーズの把握に努めている。

ニーズを把握するための手段を講じている。 ○ 〇 〇
具体的な取組はしていない。

管理費比率が２期連続で減少した。

管理費比率が前期に比べ減少した。 ○
管理費比率が前期に比べ増加した。 〇
管理費比率が２期連続で増加した。 〇
経常収益が２期連続で経常費用を上回った。 ○ 〇 〇
経常収益が、当期は経常費用を上回った。

経常収益が、当期は経常費用を下回った。

経常収益が、２期連続して経常費用を下回った。

当期末において債務超過でない。 ○ 〇 ○
２期連続で改善した。

前期に比べ改善した。

前期に比べ悪化した。

２期連続で悪化した。

２期連続で増加した。

前期に比べ増加した。 ○
前期に比べ減少した。 〇
２期連続で減少した。 〇
当期末において累積欠損金はない。 ○ 〇 〇
累積欠損金は、２期連続で減少した。

累積欠損金は、前期に比べ減少した。

累積欠損金は、前期に比べ増加した。

累積欠損金は、２期連続で増加した。

流動比率は、２期連続で100%以上であった。 ○ 〇 〇
流動比率は、当期は100%以上であった。

流動比率は、当期は100%未満であった。

流動比率は、２期連続で100%未満であった。

当期末において借入金はない。 ○ 〇 〇
２期連続で低下した。

前期に比べ低下した。

前期に比べ上昇した。

２期連続で上昇した。

３　評価

区分 評価項目 評価内容
該当項目に○

出資法人の所見 県の所見

効果性
中期経営計画、年度目標の策定

納入先の操業停止などにより一部の商品においてふ
るわなかったものの、新商品などの回路を中心に積
み上げ、販売は前年比100.0%、計画比103.6%となっ
た。また、障害者の技能向上に向けた取組を行い、ア
ビリンピック滋賀大会や全国大会に出場し、滋賀大会
では金・銀賞に入賞できたが、残念ながら全国大会で
は入賞を果たすことができなかった。

雇用する障害者は令和8年4月1日現在、34人
であり、就業体験実習や工場見学の受入れも
行っている。また、障害者を雇用した後も能力
向上のため、各種技能競技大会へ積極的に
参加者を送り出すとともに、従業員が滋賀県
の優秀勤労障害者の表彰を受賞するなど、
本県の障害者雇用の推進に多大な貢献をし
ている。

事業活動の社会情勢への適合性

活動の成果の達成度

住民、関係者等のニーズの把握状
況

健全性
債務超過の状況

借入金はなく、無借金経営を継続している。また、黒
字を継続し、毎年利益剰余金の積み立てができてい
る。

借入金はなく、また、毎年利益剰余金を積み
立てている。

当期純利益の状況

効率性 経常費用に占める管理費の状況

令和７年度は創業３０年を迎え、周年記念行事費等
で例年より厚生費が増加し、売上が前年並みだった
ため、管理費率が上昇した。

管理費比率は２期連続で増加しているが、経
常収益が経常費用を継続して上回っているこ
とから、効率的な経営を行っている。

経常収益・費用の比率

累積欠損金の状況

短期的支払い能力の状況

借入金依存率の状況
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R5 R6 R7
区分 評価項目 評価内容

該当項目に○
出資法人の所見 県の所見

知事・副知事が法人の代表者へ就任していない ○ 〇 〇

知事・副知事が法人の代表者へ就任している

当期末において県派遣職員はない ○ 〇 〇
常勤職員に占める県派遣職員の割合が前期に比べ低下した。

常勤職員に占める県派遣職員の割合は前期と概ね同程度

常勤職員に占める県派遣職員の割合が前期に比べ上昇した。

当期末において県退職職員はない ○ 〇 〇
常勤職員に占める県退職職員の割合が前期に比べ低下した。

常勤職員に占める県退職職員の割合は前期と概ね同程度

常勤職員に占める県退職職員の割合が前期に比べ上昇した。

当期末において県の財政支出はない。 ○ 〇 〇
経常収益に占める県の財政支出の割合が２期連続で低下した。

経常収益に占める県の財政支出の割合が前期に比べ低下した。

経常収益に占める県の財政支出の割合が前期に比べ上昇した。

経常収益に占める県の財政支出の割合が２期連続で上昇した。

当期間中において県の短期貸付けはない ○ 〇 〇
県の短期貸付けの額が２期連続で減少した。

県の短期貸付けの額が前期に比べ減少した。

県の短期貸し付けの額が前期と同額である。

県の短期貸付けの額が前期に比べ増加した。

県の短期貸付けの額が２期連続で増加した。

当期末において県の損失補償・債務保証はない ○ 〇 〇
県の損失補償・債務保証の額が２期連続で減少した。

県の損失補償・債務保証の額が前期に比べ減少した。

県の損失補償・債務保証の額が前期と同額である。

県の損失補償・債務保証の額が前期に比べ増加した。

県の損失補償・債務保証の額が２期連続で増加した。

規程を整備している。 ○ 〇 〇
規程を設けていない。

規程を設けていない（県の資本金等の割合が1/2未満）。

ホームページ等により不特定の者に対し情報公開を行っている。 ○ 〇 〇
不特定の者に対し情報公開を行っていない。

規程を整備している。

規程を設けていない。

規程を設けていない（県の資本金等の割合が1/2未満）。 ○ 〇 〇
情報公開の資料に係る文書の作成、整理、保存等を行っている。 ○ 〇 〇
情報公開の資料に係る文書の作成、整理、保存等を行っていない。

作成した財務諸表について、会計監査人監査を受けている、または、財務
諸表の作成過程で、会計の専門家の指導・助言を受けている。

○ 〇 〇

会計の専門家による監査・指導・助言等は受けていない。

業務監査を実施している。 ○ 〇 〇
業務監査を実施していない。

知事・副知事が代表者にはなっておらず、自
立した事業体である。

自立性

透明性 情報公開規程の整備状況

インターネット上に決算公告を公開している。
公認会計士による財務内容のチェックを定期的に受
けており、適宜アドバイスを頂いている。
また、監査役による定期監査も実施している。

知事・副知事の代表者への就任状
況

知事・副知事が代表者にはなっておらず、自立経営を
継続している。

県派遣職員の状況

県からの職員派遣は受けておらず、自立経営を継続
している。

事業内容については監査役から監査を、決
算内容については第三者の公認会計士から
確認を受けており、透明性は確保されてい
る。

情報公開の実施状況

会計専門家の関与状況

業務監査の実施状況

県からの職員派遣は行っておらず、自立した
事業体である。

県退職職員の就任状況

県財政支出の状況

県からの財政支出や貸し付け、損失補填は受けてな
い。

県からの財政支出や損失補償は行っておら
ず、自立した経営を行っている。

短期貸付金の金額（期間中の県か
らの借入れで、同一年度に貸付け
と返済の双方が行われるもの）の
状況

損失補償の状況

文書管理規程の整備状況

文書管理の実施状況
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・障害者雇用数の維持 ・障がい者が３３人⇒３３人（増減なし）。残念
ながら新規採用には至らなかったが、ここ数
年若年層の離職が発生していたが、令和７年
度は「離職ゼロ」であった。また、１人定年を
迎えたが、再雇用社員として継続雇用。

　　　　　　総　合　所　見

経営面では厳しい経営環境であったが、販売・利益とも前年並みを維持することができた。
障がい者の採用競争が活発化する中、引き続き学校や支援センターと連携を取りながら、働
く意思と能力のある人を探し、実習などを通じ、マッチングを図る。また離職防止の取り組み
も強化する。

計画に基づき着実に障害者の雇用に取り組んでいる。
また、障害者の能力向上のため、各種競技大会への参加や、県の障害者雇用に関する啓
発事業への積極的な参画を通じて、県内の障害者雇用の推進に多大な貢献をしている。
財務面においては、借入れもなく、黒字経営であることから健全性は高い。

財務に関する事項

無借金経営で黒字を継続しており、財務体質は健全である。 借入金もなく、黒字を継続していること、また、令和8年度の収支見込みも黒字であることか
ら、安定した健全経営である。

行政経営方針実施計画
に関する事項

※実施計画は次頁参照

全国障害者雇用事業所協会に所属し、また、滋賀支部の活動にも積極的に参加し、情報収
集・交換を行っている。また地域の支援センターとも連携し、障害者の就労支援活動にも協
力している。
また特別支援学校の「学校運営協議会委員」を受託し、学校運営や職業授業に関する助言
などを行った。

実施計画に基づいて、関係機関との連携のもと、着実に障害者の雇用に取り組んでいる。ま
た、県および関係機関が行う障害者雇用促進のための啓発事業に積極的に協力している。

実施計画に定める目標 実績 実施計画に定める目標 実績

実施計画に定める「具体的な取組内容」の進捗状況 実施計画に定める「具体的な取組内容」の進捗状況

＜新規採用＞
・特別支援学校をはじめ、学校からの実習要請や見学は積極的に受け入れ、採用へのマッ
チングを図った。
・特別支援校以外に普通校も訪問し、障害のある生徒の進路状況などの確認を行った。
＜離職防止＞
・社内の相談機能を強化し、離職に至らないように「個別面談」など実施した。
＜継続雇用＞
・再雇用制度の見直しを行った。

工場見学や就業体験実習などを受入れ、障害者の雇用につなげる取組を積極的に行ってい
る。新規採用だけでなく、離職防止や定年後の継続雇用に向けた取組も実施し、継続的な障
害者雇用を行っている。

出資法人の総合的評価・対応 県による総合的評価・対応

事業に関する事項

納入先の操業停止などにより一部の商品においてふるわなかったものの、新商品などの回
路を中心に積み上げ、販売は前年比100.0％、計画比103.6％となった。
経常利益については、はんだなどの原材料高騰を生産性向上活動とコストバスターズ活動
などで打ち返し、利益を積み上げた。しかし、建物等の老朽化に伴い、ファシリティ整備など
の修繕費が増加し、前年比90.8％で減益となった。従業員の育成、モノづくり実習や見学の
受け入れなども積極的に行い、厚生労働大臣が認めるユースエール企業認定と障害者雇
用・育成が優良な中小企業として「もにす認定」も継続できた。

雇用する障害者は令和8年4月1日現在34人であり、就業体験実習や工場見学の受入れを
行っている。また、障害者を雇用した後も能力向上のため、各種技能競技大会へ積極的に
参加者を送り出すとともに、県の障害者雇用に関する啓発事業にも積極的に協力し、県内の
障害者雇用の推進に多大な貢献をしている。それら取組の結果として、障害者雇用・育成が
優良な中小企業として、もにす認定企業の認定を継続した。さらに、若者の採用・育成に積
極的で、若者の雇用管理の状況などが優良であるとして、ユースエール企業の認定も継続し
た。
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【参考資料】

　財務諸表等へのリンク
パナソニックアソシエイツ滋賀株式会社　決算公告へのリンク　https://www.panasonic.com/jp/about/company/pash/closing_announcement.html

　※行政経営方針実施計画(2023年度～2026年度）
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